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市
町
村
国
保
財
政
の
現
状
と
国
保
の
都
道
府
県
移
管
の
課
題

　

横　

山　

純　

一

は
じ
め
に

　
「
持
続
可
能
な
医
療
保
険
制
度
を
構
築
す
る
た
め
の
国
民

健
康
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
二
〇
一
五

年
五
月
二
七
日
に
成
立
し
、
こ
れ
に
よ
り
、
現
在
は
市
町

村
を
責
任
主
体
（
保
険
者
）
と
し
て
運
営
さ
れ
て
い
る
国

民
健
康
保
険
（
市
町
村
国
保
）
が
、
二
〇
一
八
（
平
成
三

〇
）
年
度
か
ら
都
道
府
県
に
移
管
さ
れ
る
こ
と
が
決
ま
り

ま
し
た
。

　

本
日
は
、市
町
村
国
保
の
現
状
に
つ
い
て
み
た
う
え
で
、

国
保
の
都
道
府
県
移
管
に
向
け
た
課
題
に
つ
い
て
お
話
し

し
ま
す
。
な
お
、
国
保
の
都
道
府
県
移
管
は
、
現
行
の
市

町
村
国
保
の
共
同
安
定
化
事
業
と
密
接
に
連
関
し
て
い
ま

す
の
で
、
こ
の
部
分
も
含
め
て
お
話
し
し
た
い
と
思
い
ま

す
。

１
．
市
町
村
国
保
の
都
道
府
県
移
管
へ
の
道
筋

　

⑴　

医
療
保
険
制
度
改
革
と
市
町
村
国
保

　

同
改
正
法
は
、
二
〇
一
五
年
一
月
一
三
日
に
社
会
保
障

制
度
改
革
推
進
本
部
が
決
定
し
た
「
医
療
保
険
制
度
改
革

骨
子
」
に
基
づ
い
て
お
り
、
国
保
の
都
道
府
県
移
管
の
ほ

か
に
も
、
い
く
つ
か
の
制
度
改
革
の
方
策
を
盛
り
込
ん
で

い
ま
す
。

　

第
一
は
、
二
〇
一
五
年
度
か
ら
国
保
へ
の
財
政
支
援
を

約
一
七
〇
〇
億
円
拡
充
し
、
財
政
基
盤
を
強
化
す
る
こ
と

で
す
。
こ
の
背
景
に
は
消
費
税
の
八
％
へ
の
引
き
上
げ
が

あ
り
ま
す
。
当
初
、
消
費
税
は
さ
ら
に
二
〇
一
五
年
一
〇

月
か
ら
一
〇
％
へ
の
引
き
上
げ
が
計
画
さ
れ
て
い
ま
し
た

が
、
こ
れ
は
現
在
の
と
こ
ろ
凍
結
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
う

し
た
な
か
で
、
介
護
保
険
に
お
け
る
低
所
得
者
向
け
の
保

険
料
対
策
が
ほ
と
ん
ど
実
施
で
き
な
く
な
る
一
方
、
市
町

村
国
保
へ
の
財
政
支
援
の
拡
充
に
つ
い
て
は
既
定
方
針
ど

お
り
に
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

第
二
に
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
現
役
世
代
の
支

援
金
に
お
い
て
、
総
報
酬
割
（
所
得
に
応
じ
て
負
担
額
を

決
め
る
仕
組
み
）
を
、
二
〇
一
七
年
度
か
ら
全
面
導
入
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
現
役
世
代
の
支
援
金
は
、
同

制
度
の
財
源
の
四
割
を
占
め
、
二
〇
一
〇
年
度
以
降
は
、

そ
の
三
分
の
二
を
加
入
者
割
、
残
り
の
三
分
の
一
を
総
報

酬
割
で
負
担
し
て
い
ま
し
た
が
、
二
〇
一
五
～
一
六
年
度

に
総
報
酬
割
を
段
階
的
に
引
き
上
げ
、
二
〇
一
七
年
度
か

ら
一
〇
〇
％
導
入
す
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
こ
の
総
報
酬

割
の
全
面
導
入
に
よ
っ
て
約
二
四
〇
〇
億
円
の
財
源
が
捻

出
さ
れ
、
そ
の
う
ち
の
約
一
七
〇
〇
億
円
が
市
町
村
国
保

へ
の
財
政
支
援
に
充
当
で
き
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
、
二
〇
一
七
年
度
の
市
町
村
国
保
へ
の
支
援
額
は

約
三
四
〇
〇
億
円
拡
大
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

以
上
の
よ
う
な
財
政
支
援
を
ベ
ー
ス
に
し
な
が
ら
、
市

町
村
国
保
の
財
政
運
営
の
都
道
府
県
移
管
が
二
〇
一
八
年

度
に
実
施
さ
れ
ま
す
。

　

⑵　

移
管
後
の
都
道
府
県
・
市
町
村
の
役
割
と
保
険
料

　

（
税
）

　

市
町
村
国
保
の
都
道
府
県
移
管
後
の
都
道
府
県
と
市
町

村
の
役
割
は
、
お
お
よ
そ
次
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。
つ
ま

り
、
都
道
府
県
は
国
保
財
政
の
安
定
や
医
療
提
供
体
制
の

充
実
に
、
市
町
村
は
保
険
料
（
税
）
の
徴
収
、
資
格
管
理
、

保
険
給
付
の
決
定
、
健
康
づ
く
り
な
ど
に
、
そ
れ
ぞ
れ
責

任
を
も
つ
と
と
も
に
、
都
道
府
県
に
は
地
域
医
療
構
想
の

策
定
や
地
域
の
実
情
に
見
合
っ
た
医
療
提
供
体
制
の
構
築
、

地
域
包
括
ケ
ア
の
実
現
努
力
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

国
保
が
都
道
府
県
移
管
に
な
る
と
、
保
険
料
（
税
）
は

第
51
回
定
期
総
会
記
念
講
演
会
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都
道
府
県
ご
と
の
均
一
保
険
料
に
な
る
か
と
言
え
ば
、
将

来
的
に
は
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、
移
管
後
も
当
面
は
全
て
の

市
町
村
で
一
律
に
し
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
都
道
府
県

が
、
市
町
村
が
集
め
る
べ
き
保
険
料
（
税
）
の
総
額
を
そ

れ
ぞ
れ
分
賦
金
と
し
て
割
り
当
て
、
各
市
町
村
は
そ
の
分

賦
金
に
基
づ
い
て
、
市
町
村
在
住
の
加
入
者
か
ら
徴
収
す

べ
き
保
険
料
（
税
）
の
額
を
決
め
、徴
収
す
る
こ
と
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　

そ
の
際
、
都
道
府
県
は
、
人
口
、
医
療
費
、
所
得
水
準

な
ど
を
考
慮
し
て
、
市
町
村
ご
と
の
保
険
料
（
税
）
の
目

安
を
示
す
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
医
療
費
抑

制
の
努
力
に
よ
っ
て
医
療
費
が
削
減
さ
れ
た
市
町
村
や
、

保
険
料
（
税
）
納
付
率
が
高
い
市
町
村
な
ど
に
は
、
加
入

者
一
人
当
た
り
の
保
険
料
（
税
）
を
引
き
下
げ
る
仕
組
み

を
導
入
す
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
国
保
の
都
道
府
県
移
管
と
い
っ
て
も
、

少
な
く
と
も
当
面
は
、
従
来
と
さ
ほ
ど
大
き
く
は
変
わ
ら

な
い
と
い
う
印
象
で
す
。
こ
の
間
、
道
内
各
市
町
村
の
関

係
者
と
議
論
す
る
機
会
が
あ
り
ま
し
た
が
、「
都
道
府
県

移
管
な
の
だ
か
ら
、
も
っ
と
改
革
を
徹
底
し
て
や
る
べ
き

だ
」
と
い
う
意
見
も
あ
れ
ば
、「
国
保
の
現
状
を
踏
ま
え

れ
ば
こ
の
程
度
が
妥
当
で
は
な
い
か
」
と
い
う
意
見
も
あ

り
、市
町
村
に
よ
っ
て
意
見
が
分
か
れ
て
い
る
よ
う
で
す
。

２
．
市
町
村
国
保
の
構
造
と
現
状

　

⑴　

他
の
公
的
医
療
保
険
と
の
比
較
か
ら
み
え
る
特
徴

　

公
的
医
療
保
険
の
保
険
者
と
し
て
は
、
市
町
村
国
保
の

ほ
か
、
協
会
け
ん
ぽ
（
か
つ
て
の
政
府
管
掌
保
険
）、
組

市
町
村
国
保
が
圧
倒
的
に
高
く
な
っ
て
お
り
、
他
の
保
険

者
が
一
五
万
円
前
後
で
あ
る
の
に
対
し
、
市
町
村
国
保
は

三
〇
・
九
万
円
で
二
倍
の
水
準
で
す
。

　

ま
た
、
加
入
者
一
人
当
た
り
の
平
均
年
間
所
得
（
二
〇

一
一
年
度
）
を
み
る
と
、
最
も
低
い
の
が
市
町
村
国
保
で

す
。
共
済
組
合
が
二
二
九
万
円
（
二
〇
一
〇
年
度
）
と
最

も
高
く
、
組
合
健
保
一
九
八
万
円
、
協
会
け
ん
ぽ
一
三
七

万
円
と
続
き
、
市
町
村
国
保
は
八
三
万
円
、
共
済
組
合
に

比
べ
る
と
約
三
分
の
一
の
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

一
方
、加
入
者
一
人
当
た
り
の
平
均
保
険
料
（
税
）（
二
〇

一
一
年
度
）は
、市
町
村
国
保
が
最
も
低
く
八
・
二
万
円
で
、

協
会
け
ん
ぽ
は
九
・
九
万
円
、組
合
健
保
は
一
〇
・
〇
万
円
、

共
済
組
合
は
一
一
・
二
万
円
（
二
〇
一
〇
年
度
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。
加
入
者
一
人
当
た
り
の
平
均
保
険
料
（
税
）

を
同
平
均
所
得
で
割
っ
て
算
出
さ
れ
る
保
険
料
（
税
）
負

担
率
（
二
〇
一
一
年
度
）
は
、市
町
村
国
保
が
最
も
高
く
、

九
・
九
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
市
町
村
国
保
の
現
状
や
特
徴
に
つ
い
て
以

下
の
点
が
指
摘
で
き
ま
す
。

　

第
一
に
、
保
険
料
（
税
）
収
納
率
が
低
下
し
て
い
る
こ

と
で
す
。
二
〇
〇
七
年
度
ま
で
は
九
〇
％
台
を
維
持
し
て

い
ま
し
た
が
、
二
〇
〇
八
年
度
以
降
は
八
〇
％
台
に
低
下

し
ま
し
た
（
二
〇
一
三
年
度
以
降
は
や
や
上
昇
）。

　

第
二
に
、
小
規
模
な
保
険
者
が
多
い
こ
と
で
す
。
一
七

一
七
の
保
険
者
の
う
ち
被
保
険
者
数
三
〇
〇
〇
人
未
満
の

小
規
模
な
保
険
者
が
四
二
二
と
、
約
四
分
の
一
を
占
め
て

い
ま
す
。
特
に
北
海
道
で
は
、
い
わ
ゆ
る
平
成
の
大
合
併

で
市
町
村
合
併
が
進
ま
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
一
五
七

保
険
者
の
う
ち
八
七
が
三
〇
〇
〇
人
未
満
で
す
。

　

第
三
に
、所
得
（
保
険
料
・
保
険
税
収
入
）
や
高
齢
者
（
医

合
健
保
、
共
済
組
合
な
ど
が
あ
り
ま
す
（
図
表
１
）。
こ

れ
ら
以
外
に
も
国
保
組
合
や
船
員
保
険
と
い
っ
た
も
の
も

あ
り
ま
す
が
、
加
入
者
が
少
な
い
た
め
、
こ
こ
で
は
除
外

し
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
四
つ
の
保
険
者
を
比
較
し
て
指
摘
で
き
る
こ
と

は
、
加
入
者
数
（
二
〇
一
二
年
三
月
末
）
で
は
市
町
村
国

保
が
三
五
二
〇
万
人
（
二
〇
三
六
万
世
帯
）
と
最
も
多
く
、

次
い
で
協
会
け
ん
ぽ
が
三
四
八
八
万
人
（
被
保
険
者
一
九

六
三
万
人
、
被
扶
養
者
一
五
二
五
万
人
）、
組
合
健
保
が

二
九
五
〇
万
人
、
共
済
組
合
が
九
一
九
万
人
、
後
期
高
齢

者
医
療
制
度
が
一
四
七
三
万
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

保
険
者
数
で
言
え
ば
、
市
町
村
国
保
は
一
七
一
七
（
二

〇
一
二
年
三
月
末
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
こ
に
は
広
域

連
合
で
運
営
し
て
い
る
と
こ
ろ
も
含
ま
れ
、
道
内
で
は
空

知
中
部
広
域
連
合
や
大
雪
広
域
連
合
、
後
志
広
域
連
合
が

こ
れ
に
該
当
し
ま
す
。

　

加
入
者
の
平
均
年
齢
（
二
〇
一
一
年
度
）
を
み
る
と
、

市
町
村
国
保
が
五
〇
・
〇
歳
、
協
会
け
ん
ぽ
が
三
六
・
三

歳
、
組
合
健
保
が
三
四
・
一
歳
、
共
済
組
合
が
三
三
・
四
歳

（
二
〇
一
〇
年
度
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
加
入
者

に
占
め
る
六
五
～
七
四
歳
の
割
合
で
は
、
協
会
け
ん
ぽ
が

四
・
七
％
、
組
合
健
保
が
二
・
五
％
、
共
済
組
合
が
一
・
六
％

（
二
〇
一
〇
年
度
）
と
い
う
低
い
水
準
に
と
ど
ま
る
の
に

対
し
、
市
町
村
国
保
は
三
一
・
四
％
と
、
約
三
人
に
一
人

が
前
期
高
齢
者
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
以
前
は
も
っ

と
高
齢
者
が
多
か
っ
た
の
で
す
が
、
後
期
高
齢
者
医
療
制

度
が
創
設
さ
れ
て
移
っ
た
人
が
い
る
た
め
に
、
現
在
は
こ

の
水
準
に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
加
入
者
一
人
当

た
り
の
年
間
の
医
療
費
（
二
〇
一
一
年
度
）
を
み
る
と
、

先
ほ
ど
み
た
よ
う
に
前
期
高
齢
者
の
占
め
る
割
合
が
高
い
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市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合 後期高齢者医療制度

保険者数
(2012年３月末)

1,717 1 1,443
85

(2011年３月末)
47

加入者数
（2012年３月末）

3,520万人
（2,036万世帯）

3,488万人
被保険者1,963万人
被扶養者1,525万人

2,950万人
被保険者1,555万人
被扶養者1,395万人

919万人
被保険者452万人
被扶養者467万人
（2011年３月末）

1,473万人

加入者平均年齢
(2011年度)

50.0歳 36.3歳 34.1歳
33.4歳

（2010年度）
81.9歳

65～74歳の割合
（2011年度）

31.4％ 4.7％ 2.5％
1.6％

（2010年度）
2.8％(※2)

加入者一人当たり
医療費

(2011年度)
30.9万円 15.9万円 14.2万円

14.4万円
（2010年度）

91.8万円

加入者一人当たり
平均所得(※3)
(2011年度)

83万円
一世帯あたり

142万円

137万円
一世帯当たり(※4)

242万円

198万円
一世帯当たり(※4)

374万円

229万円
一世帯当たり(※4)

467万円
（2010年度）

80万円

加入者一人当たり
平均保険料

(2011年度)(※5)
<事業主負担込>

8.2万円
一世帯あたり
14.2万円

9.9万円<19.7万円>
被保険者一人あたり
17.5万円<35.0万円>

10.0万円<22.1万円>
被保険者一人あたり
18.8万円<41.7万円>

11.2万円<22.4万円>
被保険者一人あたり
22.7万円<45.5万円>

（2010年度）

6.3万円

保険料負担率(※6) 9.9％ 7.2％ 5.0％ 4.9％(2010年度) 7.9％

公費負担
（定率分のみ）

給付費等の50％ 給付費等の16.4％
後期高齢者支援金等
の負担が重い保険者
等への補助(※8) 　 なし

給付費等の約50％

公費負担額(※7)
(2013年度予算ベース)

3兆4,392億円 1兆2,065億円 288億円 6兆5,347億円

〈図表１〉　各保険者の比較

〈図表２〉　国民健康保険料（税）の賦課方式別保険者数
（2011年度末現在）

区　　分 保険者数 保険者数による構成比 ※１　不均一課税の保険者（14保険者）を除く。

※２　計数は、四捨五入によっているので、端数において

合致しないものがある。

※３　「平成23年度国民健康保険事業年報」より。

※４　基礎賦課分（医療給付費等にかかるもの）の賦課方

式別保険者数。（基礎賦課分の他、後期高齢者支援

金等、介護納付金にかかるものがある。）

〔出所〕　図表１に同じ。

四方式 1,179 69.2％

三方式 470 27.6％

二方式 54 3.2％

合　　計 1,703 100.0％

（※１） 協会けんぽ、組合健保及び後期高齢者医療制度については速報値である。

（※２） 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。

（※３） 市町村国保及び後期高齢者医療制度においては、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除

を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたもの。

市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」によるもの

で、それぞれ前年の所得である。

協会けんぽ、組合健保、共済組合については「加入者一人あたり保険料の賦課対象となる額」（標準報酬総額を加入者数

で割ったもの）から給与所得控除に相当する額を除いた参考値である。

（※４） 被保険者一人あたりの金額を表す。

（※５） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険

料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。

（※６） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。

（※７） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。

（※８） 共済組合も補助対象となるが、2011年度以降実績なし。

〔出所〕 厚生労働省保険局国民健康保険課「全国高齢者医療・国民健康保険主管課(部)長及び後期高齢者医療広域連合事務局長会

議、厚生労働省保険局国民健康保険課説明資料」（2014年２月17日）
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療
需
要
）
の
地
域
的
偏
在
が
あ
る
こ
と
に
よ
り
、
加
入
者

一
人
当
た
り
の
医
療
費
や
保
険
料
（
税
）
収
入
に
大
き
な

地
域
間
格
差
が
生
じ
て
い
る
こ
と
で
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
市
町
村
国
保
財
政
は
非
常
に
脆
弱

で
、
多
く
の
市
町
村
で
一
般
会
計
か
ら
の
法
定
外
繰
入
が

行
わ
れ
て
お
り
、
二
〇
一
二
年
度
で
は
合
計
で
約
三
九
〇

〇
億
円
の
法
定
外
繰
入
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、

単
年
度
の
決
算
補
て
ん
を
目
的
と
す
る
も
の
が
一
四
七
〇

億
円
、
保
険
料
（
税
）
の
負
担
緩
和
を
図
る
目
的
の
も
の

が
一
〇
八
七
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

⑵　

加
入
者
の
状
況

　

市
町
村
国
保
加
入
者
の
世
帯
主
の
職
業
別
構
成
割
合
は
、

一
九
六
五
年
と
二
〇
一
一
年
を
比
較
し
た
場
合
、
大
き
く

変
化
し
て
い
ま
す
。

  

一
九
六
五
年
で
は
、
農
林
水
産
業
者
が
三
八
・
九
％
と
最

も
多
く
、次
い
で
自
営
業
者
が
二
三
・
五
％
と
な
っ
て
お
り
、

こ
の
二
つ
を
合
わ
せ
て
六
割
以
上
を
占
め
て
い
ま
し
た
。

こ
れ
が
二
〇
一
一
年
で
は
、
農
林
水
産
業
者
二
・
五
％
、

自
営
業
者
一
一
・
六
％
と
な
り
、
合
わ
せ
て
も
一
四
％
に

過
ぎ
ず
、
急
減
し
て
い
ま
す
。

　

逆
に
増
え
て
い
る
の
は
無
職
の
加
入
者
で
す
。
一
九
六

五
年
で
は
六
・
一
％
だ
っ
た
の
が
、
二
〇
一
一
年
で
は
三
九
・

四
％
に
ま
で
増
え
て
い
ま
す
。
無
職
の
大
部
分
を
占
め
て

い
る
の
は
年
金
生
活
者
で
あ
り
、
こ
れ
は
高
齢
化
の
一
つ

の
反
映
と
言
え
ま
す
。

　

被
用
者
は
、
一
九
六
五
年
で
は
一
八
・
〇
％
だ
っ
た
の

が
、
二
〇
一
一
年
で
は
三
二
・
三
％
ま
で
増
え
て
い
ま
す
。

被
用
者
の
場
合
、
従
来
で
あ
れ
ば
協
会
け
ん
ぽ
や
組
合
健

保
に
加
入
す
る
の
が
主
流
で
し
た
が
、
現
在
は
市
町
村
国

保
に
加
入
す
る
被
用
者
が
増
え
て
い
ま
す
。
そ
の
背
景
の

一
つ
に
は
、
派
遣
労
働
者
の
増
加
が
あ
り
ま
す
。
派
遣
労

働
者
は
多
く
の
場
合
、
派
遣
元
で
も
派
遣
先
で
も
健
康
保

険
に
加
入
さ
せ
て
も
ら
え
ず
、
自
分
で
市
町
村
国
保
に
加

入
せ
ざ
る
を
得
な
い
ケ
ー
ス
が
多
い
か
ら
で
す
。

  

先
ほ
ど
市
町
村
国
保
財
政
の
脆
弱
性
を
指
摘
し
ま
し
た

が
、
こ
の
こ
と
は
以
上
の
よ
う
な
職
業
別
構
成
割
合
の
変

化
か
ら
も
う
か
が
い
知
れ
ま
す
。

  

ま
た
、
七
五
歳
未
満
の
被
保
険
者
の
年
齢
構
成
を
、
〇
～

一
九
歳
、
二
〇
～
三
九
歳
、
四
〇
～
六
四
歳
、
六
五
～
七

四
歳
の
四
層
に
区
分
し
、
一
九
九
二
～
二
〇
一
二
年
の
構

成
割
合
の
推
移
を
み
る
と
、
二
〇
年
間
で
増
え
て
い
る
の

は
六
五
～
七
四
歳
だ
け
で
、
一
九
・
七
％
か
ら
三
二
・
九
％

に
増
え
ま
し
た
。
そ
れ
以
外
の
三
つ
の
年
齢
層
は
全
て
構

成
割
合
が
減
少
し
て
い
ま
す
。

  
さ
ら
に
、
一
九
九
〇
～
二
〇
一
一
年
の
加
入
者
世
帯
の

所
得
階
層
別
割
合
の
推
移
を
み
る
と
、
増
え
て
い
る
の
は

低
所
得
層
で
あ
る
こ
と
が
み
て
取
れ
ま
す
。
一
九
九
〇
年

と
二
〇
一
一
年
を
比
較
す
る
と
、「
所
得
な
し
」（
給
与
収

入
世
帯
は
六
五
万
円
以
下
、
年
金
収
入
世
帯
は
一
二
〇
万

円
以
下
）
が
一
八
・
二
％
か
ら
二
三
・
五
％
に
増
え
、「
〇
円

以
上
一
〇
〇
万
円
未
満
」
は
二
三
・
一
％
か
ら
二
六
・
七
％

に
増
え
ま
し
た
。
そ
の
一
方
で
、「
五
〇
〇
万
円
以
上
」
の

高
所
得
世
帯
は
九
・
七
％
か
ら
四
・
四
％
に
減
っ
て
い
ま
す
。

　

⑶　

保
険
料
（
税
）
の
状
況

　

市
町
村
国
保
の
保
険
料
（
税
）
の
額
は
、
医
療
分
、
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
支
援
金
分
、
介
護
分
の
合
計
額

で
す
。

　

市
町
村
国
保
の
保
険
料
は
、
保
険
税
と
い
う
か
た
ち
で

徴
収
し
て
い
る
市
町
村
も
あ
り
ま
す
。
国
民
健
康
保
険
税

は
「
地
方
税
法
」
に
基
づ
く
目
的
税
で
す
。
保
険
料
と
保

険
税
の
い
ず
れ
を
選
択
す
る
か
は
、
各
市
町
村
の
裁
量
で

決
め
ら
れ
ま
す
。
都
市
部
で
は
保
険
料
を
採
用
し
て
い
る

と
こ
ろ
が
多
い
の
で
す
が
、
全
体
と
し
て
は
保
険
税
を
採

用
し
て
い
る
市
町
村
の
方
が
多
い
で
す
。

　

保
険
料
（
税
）
の
賦
課
方
法
に
は
、
所
得
割
（
住
民
税

を
基
に
算
出
）、
均
等
割
（
被
保
険
者
数
を
基
に
算
出
）、

資
産
割
（
固
定
資
産
税
を
基
に
算
出
）、
平
等
割
（
世
帯

当
た
り
の
定
額
負
担
額
）
の
四
つ
が
あ
り
ま
す
。
市
町
村

は
保
険
料
（
税
）
の
賦
課
・
徴
収
に
あ
た
っ
て
は
、
四
つ

の
賦
課
区
分
（
所
得
割
と
均
等
割
と
資
産
割
と
平
等
割
の

四
方
式
）、
三
つ
の
賦
課
区
分
（
所
得
割
と
均
等
割
と
平

等
割
の
三
方
式
）、
二
つ
の
賦
課
区
分
（
所
得
割
と
均
等

割
の
二
方
式
）の
ど
れ
か
を
選
択
で
き
ま
す
。
そ
の
際
に
、

賦
課
限
度
額
、
各
賦
課
区
分
の
構
成
割
合
、
各
賦
課
区
分

の
料
率
を
、市
町
村
は
独
自
に
決
定
で
き
ま
す
。
そ
し
て
、

各
賦
課
区
分
を
世
帯
ご
と
に
合
算
し
た
金
額
が
賦
課
額
と

な
り
ま
す
。

　

賦
課
方
式
別
の
保
険
者
数
を
み
る
と
（
図
表
２
）、
一
七

〇
三
の
保
険
者
（
二
〇
一
一
年
度
末
、
全
一
七
一
七
保
険

者
の
う
ち
一
四
保
険
者
は
不
均
一
課
税
の
た
め
、
こ
こ
で

は
除
外
）
の
う
ち
、
四
方
式
が
一
一
七
九
、三
方
式
が
四
七

〇
、二
方
式
が
五
四
と
な
っ
て
い
ま
す
。
全
体
の
約
七
割

は
四
方
式
を
採
用
し
て
い
ま
す
。
二
方
式
を
採
用
し
て
い

る
保
険
者
は
都
市
部
に
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
で
す
か
ら
、
市
町
村
国
保
の
都
道
府

県
移
管
と
い
っ
て
も
、
保
険
料
（
税
）
を
均
一
化
す
る
と
い
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二
兆
四
四
〇
〇
億
円
（
三
二

％
）
で
す
が
、
こ
の
一
〇
年

間
で
割
合
を
低
め
て
き
ま
し

た
。
二
〇
〇
四
年
度
ま
で
は

全
体
の
四
〇
％
を
占
め
ま
し

た
が
、
二
〇
〇
五
年
度
か
ら

三
四
％
に
な
り
、
現
在
は

三
二
％
ま
で
減
っ
て
い
ま

す
。
そ
の
代
わ
り
、
都
道
府

県
調
整
交
付
金
が
増
え
て
い

ま
す
。

　

都
道
府
県
調
整
交
付
金
は
、

二
〇
〇
五
年
度
に
導
入
さ
れ
、

給
付
費
等
総
額
に
占
め
る
割

合
は
当
初
五
％
で
し
た
が
、

国
・
地
方
の
税
源
配
分
の
三

位
一
体
改
革
（
二
〇
〇
三
～

〇
六
年
）
の
影
響
で
二
〇
〇

六
年
度
に
七
％
に
引
き
上
げ

ら
れ
、
二
〇
一
二
年
度
か
ら

現
行
の
九
％
に
引
き
上
げ
ら

れ
ま
し
た
。

　

国
の
調
整
交
付
金
の
役
割

が
、
全
国
レ
ベ
ル
で
の
市
町

村
間
の
所
得
水
準
と
医
療
費

水
準
の
不
均
衡
を
調
整
す
る

こ
と
で
あ
る
の
に
対
し
、
都

道
府
県
調
整
交
付
金
の
役
割

は
、
各
都
道
府
県
内
に
お

け
る
市
町
村
間
の
医
療
費
水

う
の
は
容
易
な
こ
と
で
は
な
い
と
い
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
保
険
料
（
税
）
の
滞
納
世
帯
は
、
二
〇
一
四

年
六
月
現
在
で
約
三
六
〇
万
世
帯
あ
り
、
加
入
世
帯
の

一
七
％
に
当
た
り
ま
す
。

３
．
市
町
村
国
保
財
政
の
状
況

　

二
〇
一
四
年
度
予
算
案
で
は
、
医
療
給
付
費
等
総
額
が

約
一
一
兆
四
一
〇
〇
億
円
と
さ
れ
、
収
入
の
内
訳
は
以
下

の
よ
う
に
見
積
も
ら
れ
て
い
ま
す
。
保
険
料
（
税
）
で
三

兆
二
〇
〇
〇
億
円
、
法
定
外
一
般
会
計
繰
入
で
約
三
五
〇

〇
億
円
、
国
の
調
整
交
付
金
で
七
六
〇
〇
億
円
、
定
率
国

庫
負
担
で
二
兆
四
四
〇
〇
億
円
、
都
道
府
県
調
整
交
付
金

で
六
九
〇
〇
億
円
、
前
期
高
齢
者
交
付
金
で
三
兆
五
〇
〇

〇
億
円
な
ど
で
す
。

　

さ
ら
に
、
高
額
医
療
費
共
同
事
業
と
保
険
財
政
共
同
安

定
化
事
業
、
保
険
者
支
援
制
度
、
保
険
基
盤
安
定
制
度
等

が
あ
り
、
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
の
財
源
が
投
入
さ
れ

ま
す
。
高
額
医
療
費
共
同
事
業
と
保
険
財
政
安
定
化
事
業

は
基
本
的
に
市
町
村
国
保
の
保
険
者
間
で
費
用
負
担
の
調

整
（
財
源
の
拠
出
と
受
け
取
り
）
が
行
わ
れ
る
も
の
で
、

こ
れ
ら
に
つ
い
て
の
詳
細
は
後
述
し
ま
す
。

　

国
の
調
整
交
付
金
、
定
率
国
庫
負
担
、
都
道
府
県
調
整

交
付
金
は
、
そ
れ
ぞ
れ
給
付
費
（
医
療
給
付
費
等
総
額
か

ら
前
期
高
齢
者
交
付
金
を
差
し
引
い
た
額
）
の
九
％
、
三

二
％
、
九
％
の
割
合
を
基
本
と
し
て
い
ま
す
。
国
の
調

整
交
付
金
は
二
〇
一
四
年
度
予
算
で
は
七
六
〇
〇
億
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。
基
本
は
九
％
の
う
ち
、
七
％
が
普

通
調
整
交
付
金
、
二
％
が
特
別
調
整
交
付
金
に
な
り
ま

す
。
定
率
国
庫
負
担
は
、
二
〇
一
四
年
度
予
算
案
で
は

〈図表３〉　都道府県調整交付金（１号交付金と２号交付金）の交付状況（2012年度）

（注１）「都道府県調整交付金配分ガイドライン（2005年６月17日保険局長通知）」の改正（2012年７月12日付）により、１号交付金と２号交付金
割合を６：１（85.７％：14.3％）から６：３（66.7％：33.3％）に改正している。（2014年度までは、８：１で交付することも可能と
している。）

（注２）１号交付金と２号交付金は相互流用が可能である。
〔出所〕図表１に同じ。

都道府県調整交付金（総額）
(百万円)

１号交付金に
占める割合　

２号交付金に
占める割合　

総額に占める
１号・２号の割合

661,998 100％

⑴　１号交付金 515,728 100％  77.9％

Ⅰ　定率交付 399,783 77.5％

Ⅱ　定率交付以外（財政調整） 115,945 22.5％

⑵　２号交付金 146,270 100％ 22.1％

Ⅰ　災害等による給付費増 7,166 4.9％

Ⅱ　共同事業の拠出超過額に対する激変緩和措置 4,327 3.0％

Ⅲ　国保運営の広域化に際し保険料平準化を支援 53 0.0％

Ⅳ　医療費適正化･収納率向上等の取組に係る事業費支援 13,187 9.0％

医療費適正化に係る取組 5,594 3.8％

収納率向上に係る取組 3,533 2.4％

各種保健事業 4,061 2.8％

Ⅴ　医療費適正化・収納率向上等の成績評価 36,704 28.1％

医療費の適正化に係るもの 6,383 4.4％

収納率の向上に係るもの 17,155 11.7％

上記以外に係るもの 8,589 8.9％

Ⅵ　その他 84,831 58.0％
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準
・
所
得
水
準
の
不
均
衡
の
調
整
や
地
域
の
特
別
事
情
に

対
応
す
る
こ
と
で
す
。
交
付
方
法
は
、
都
道
府
県
が
条
例

で
自
主
的
に
定
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

都
道
府
県
調
整
交
付
金
に
は
普
通
調
整
交
付
金
（
一
号

交
付
金
）
と
特
別
調
整
交
付
金
（
二
号
交
付
金
）
が
あ
り

ま
す
。
前
者
は
定
率
交
付
も
し
く
は
財
政
調
整
に
用
い
ら

れ
、
後
者
の
用
途
は
災
害
対
応
、
国
保
料
の
平
準
化
や
医

療
費
の
適
正
化
へ
の
支
援
な
ど
、
様
々
な
ケ
ー
ス
が
あ
り

ま
す
。
前
者
の
比
重
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
（
図
表
３
）。

　

各
都
道
府
県
の
普
通
調
整
交
付
金
の
交
付
状
況
を
み
る

と
（
図
表
４
）、定
率
交
付
が
三
三
団
体
と
圧
倒
的
に
多
く
、

財
政
調
整
型
は
北
海
道
な
ど
八
団
体
、
定
率
交
付
と
財
政

調
整
の
併
用
型
は
六
団
体
に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。
北
海

道
も
含
め
、
過
疎
地
域
を
含
む
都
道
府
県
は
財
政
調
整
の

必
要
性
が
高
ま
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
都
道
府

県
調
整
交
付
金
で
の
財
政
調
整
の
難
点
は
、
計
算
式
が
複

雑
に
な
り
す
ぎ
て
い
る
こ
と
で
す
。

　

国
の
調
整
交
付
金
の
道
内
市
町
村
へ
の
配
分
額
と
、
道

の
調
整
交
付
金
の
道
内
市
町
村
へ
の
配
分
額
を
比
較
す
る

と
（
図
表
５
お
よ
び
図
表
６
）、
前
者
が
被
保
険
者
一
人

当
た
り
の
医
療
費
水
準
が
高
く
、
所
得
水
準
が
低
い
保
険

者
に
多
く
配
分
さ
れ
る
の
に
対
し
、
後
者
は
そ
れ
に
加
え

て
、
被
保
険
者
一
人
当
た
り
の
所
得
が
低
く
、
医
療
費
水

準
も
低
い
保
険
者
に
も
厚
く
配
分
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
う

か
が
え
ま
す
。

４
．
二
種
類
の
共
同
事
業
に
つ
い
て

　

⑴　

高
額
医
療
費
共
同
事
業

　

市
町
村
国
保
に
は
現
在
、
二
種
類
の
共
同
事
業
が
あ
り

ま
す
。
高
額
医
療
費
共
同
事
業
と
保
険
財
政
共
同
安
定
化

事
業
で
す
。

　

高
額
医
療
費
共
同
事
業
は
、
八
〇
万
円
を
超
え
る
高
額

医
療
費
の
発
生
に
よ
る
国
保
財
政
の
急
激
な
影
響
を
緩
和

〈図表４〉　都道府県調整交付金（１号交付金）の交付状況（2012年度）

〈図表５〉　国普通調整交付金の北海道内市町村への配分額（１人当り）と療養諸費
　　　　　　（１人当り）、所得（１人当り）（2012年度）

（円）

（注１）　１人当り額は被保険者１人当り額である。
（注２）　順位は北海道内の順位を表している。
（注３）　保険者数は157（154市町村、３広域連合）である。
〔出所〕　北海道資料

定率（財政調整無し） 定率・財政調整型併用 財政調整型

33／47 6／47 8／47

1 北 海 道 財政調整型 17 石 川 県 定率 33 岡 山 県 定率

2 青 森 県 財政調整型 18 福 井 県 定率 34 広 島 県 定率

3 岩 手 県 定率 19 山 梨 県 定率 35 山 口 県 定率

4 宮 城 県 定率 20 長 野 県 定率 36 徳 島 県 定率

5 秋 田 県 財政調整型 21 岐 阜 県 財政調整型 37 香 川 県 定率・財政調整型併用

6 山 形 県 定率 22 静 岡 県 定率 38 愛 媛 県 定率

7 福 島 県 定率 23 愛 知 県 定率 39 高 知 県 財政調整型

8 茨 城 県 定率 24 三 重 県 定率 40 福 岡 県 定率

9 栃 木 県 定率 25 滋 賀 県 財政調整型 41 佐 賀 県 定率・財政調整型併用

10 群 馬 県 定率 26 京 都 府 定率 42 長 崎 県 定率

11 埼 玉 県 定率 27 大 阪 府 財政調整型 43 熊 本 県 定率・財政調整型併用

12 千 葉 県 定率 28 兵 庫 県 財政調整型 44 大 分 県 定率

13 東 京 都 定率・財政調整型併用 29 奈 良 県 定率 45 宮 崎 県 定率

14 神奈川県 定率 30 和歌山県 定率 46 鹿児島県 定率

15 新 潟 県 定率 31 鳥 取 県 定率・財政調整型併用 47 沖 縄 県 定率

16 富 山 県 定率 32 島 根 県 定率・財政調整型併用 〔出所〕 図表１に同じ。

保険者名
被保険者数
（人）

国普通調整交付金
１人当り額

療養諸費１人当り額 所得１人当り額

初 山 別 村 420 61,469 １位 543,834 １位 808,401  54位

三 笠 市 2,970 42,631 ２位 479,843 ２位 325,318 156位

砂 川 市 4,886 36,448 ３位 440,681 ７位 372,083 152位

松 前 町 3,265 36,303 ４位 392,853 37位 360,114 153位

森 町 6,703 36,102 ５位 352,318 68位 512,558 114位

夕 張 市 3,417 35,478 ６位 422,066 15位 411,952 144位

赤 平 市 3,456 35,387 ７位 444,019 ６位 316,946 157位

壮 瞥 町 941 34,810 ８位 422,061 16位 484,929 120位

豊 浦 町 1,524 34,147 ９位 424,378 13位 424,605 137位

滝 上 町 834 33,384 10位 429,965 10位 517,907 113位

すべての保険者の
合計または平均

1,483,178 23,556 353,697 555,099
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す
る
た
め
に
、
各
市
町
村
国
保
か
ら
の
拠
出
金
を
財
源
と

し
て
、
各
都
道
府
県
の
国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会
（
国

保
連
）
が
実
施
主
体
と
な
り
、
交
付
金
を
交
付
す
る
事
業

で
す
。
市
町
村
国
保
で
は
財
政
的
に
脆
弱
な
小
規
模
自
治

体
（
小
規
模
保
険
者
）
が
多
く
、
小
規
模
保
険
者
で
高
額

医
療
費
を
使
う
患
者
が
多
く
出
て
く
れ
ば
大
変
な
財
政
負

担
を
強
い
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
都
道
府
県
単
位
で

費
用
負
担
を
調
整
し
て
い
ま
す
。

　

高
額
医
療
費
共
同
事
業
の
交
付
金
の
財
源
に
つ
い
て
み

て
み
る
と
、
国
と
都
道
府
県
が
市
町
村
国
保
か
ら
の
拠
出

金
に
対
し
て
四
分
の
一
ず
つ
負
担
し
ま
す
。
公
費
の
総
額

は
三
四
一
〇
億
円
で
す
。
各
市
町
村
国
保
の
拠
出
金
の
額

は
医
療
費
の
実
績
で
算
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

北
海
道
の
二
〇
一
一
年
度
の
高
額
医

療
費
共
同
事
業
の
実
績
に
つ
い
て
、
北

海
道
庁
が
策
定
し
た
『
北
海
道
国
民
健
康

保
険
広
域
化
等
支
援
方
針
（
第
２
期
）』

（
二
〇
一
三
年
三
月
策
定
）
掲
載
の
デ
ー

タ
を
み
て
み
ま
す
と
（
図
表
７
）、
国
と

道
の
負
担
金
と
市
町
村
国
保
の
拠
出
金
を

合
計
し
た
国
保
連
合
会
拠
出
金
の
総
額
は

一
四
二
億
円
で
、
こ
の
う
ち
七
一
億
円
が

保
険
者
実
拠
出
金（
市
町
村
国
保
拠
出
金
）

で
し
た
。
こ
れ
に
対
し
て
高
額
医
療
費
共

同
事
業
交
付
金
は
一
四
二
億
円
で
し
た
。

し
た
が
っ
て
、
高
額
医
療
費
共
同
事
業
は

保
険
者
の
拠
出
金
の
ほ
か
に
、
国
や
道
か

ら
の
負
担
金
が
あ
る
た
め
に
、
交
付
金
が

拠
出
金
を
上
回
る
保
険
者
数
が
、
交
付
金

よ
り
も
拠
出
金
の
ほ
う
が
多
い
保
険
者
数

を
大
き
く
上
回
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
実

際
、
二
〇
一
一
年
度
に
お
い
て
は
、
前
者

が
一
四
五
、
後
者
が
一
二
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

⑵　

保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業

　

保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
は
、
市
町
村
国
保
間
の
国

保
料
（
税
）
の
平
準
化
と
市
町
村
国
保
財
政
の
安
定
化
を

図
る
目
的
で
二
〇
〇
六
年
一
〇
月
に
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

前
出
の
高
額
医
療
費
共
同
事
業
の
対
象
に
な
る
高
額
医
療

費
は
レ
セ
プ
ト
一
件
当
た
り
八
〇
万
円
超
で
す
が
、
二
〇

〈図表７〉  北海道における高額医療費共同事業交付金･拠出金実績（市町村分）（2011年度）

（注）１．北海道国民健康保険団体連合会資料による
２．保険者実拠出金とは、保険者の拠出金から国・道の負担金(連合会拠出金の各1/4相当額)を除い

た実質的な拠出金額であること。
〔出所〕　北海道「北海道国民健康保険広域化等支援方針（第２期)」（2011年３月）。

支　部
確定拠出金

交付金
保険者確定拠出金との比較

連合会拠出金 保険者実拠出金 拠出金＞
　交付金

保険
者数

拠出金

＞

　交付金
保険
者数

都　市 10,620,487 5,310,244 10,776,660 12,163 1 5,478,578 33

空　知 312,041 156,020 278,631 1,959 1 124,570 9

石　狩 64,891 32,446 78,458 342 1 46,354 1

後　志 352,471 176,235 301,202 0 0 124,967 4

胆　振 205,506 102,753 171,212 0 0 68,460 7

日　高 235,640 117,820 221,469 0 0 103,649 7

渡　島 391,582 195,791 317,540 136 1 121,884 8

檜　山 168,134 84,067 163,699 3,635 1 83,267 6

上　川 319,736 159,868 310,199 2,538 1 152,869 16

留　萌 101,999 51,000 127,408 0 0 76,408 7

宗　谷 123,425 61,713 124,242 0 0 62,529 9

オホーツク 412,689 206,344 387,799 1,006 1 182,461 14

十　勝 576,411 288,205 564,519 12,815 5 289,129 13

釧　路 224,675 112,338 219,908 0 0 107,571 7

根　室 160,089 80,044 226,830 0 0 146,786 4

計 14,269,776 7,134,888 14,269,776 34,594 12 7,169,482 145

( 単位：千円 )

〈図表６〉　北海道普通調整交付金の北海道内市町村への配分額（１人当り）と療養諸費
　　　　　　（１人当り）、所得（１人当り）（2012年度）

（円）

（注１）　１人当り額は被保険者１人当り額である。
（注２）　順位は北海道内の順位を表している。
（注３）　保険者数は157（154市町村、３広域連合）である。
〔出所〕　北海道資料

保険者名
被保険者数
（人）

道普通調整交付金
１人当り額

療養諸費１人当り額 所得１人当り額

初 山 別 村 420 33,333 １位 543,834 １位 808,401  54位

壮 瞥 町 941 20,948 ２位 422,061 16位 484,929 120位

せ た な 町 3,326 20,144 ３位 420,287 20位 567,365 101位

占 冠 村 320 19,094 ４位 272,737 149位 415,991 141位

弟 子 屈 町 2,815 18,920 ５位 353,559 67位 568,730 100位

滝 上 町 834 18,709 ６位 429,965 10位 517,907 113位

八 雲 町 6,200 18,692 ７位 381,058 41位 553,684 104位

森 町 6,703 18,614 ８位 352,318 68位 512,558 114位

三 笠 市 2,970 18,451 ９位 479,843 ２位 325,318 156位

由 仁 町 2,340 18,032 10位 417,753 22位 735,534  67位

すべての保険者の
合計または平均

1,483,178 14,224 353,697 555,099
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〇
六
年
一
〇
月
以
降
は
、
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
の

も
と
、
レ
セ
プ
ト
一
件
当
た
り
三
〇
万
円
超
八
〇
万
円
以

下
の
医
療
費
に
つ
い
て
も
、
各
市
町
村
国
保
か
ら
の
拠
出

金
を
財
源
に
、
都
道
府
県
単
位
で
費
用
負
担
を
調
整
す
る

よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
も
、
各
市
町
村
が
国
保
連

に
拠
出
金
を
納
め
、
国
保
連
か
ら
各
市
町
村
の
医
療
費
に

交
付
金
が
支
出
さ
れ
る
仕
組
み
で
す
。
拠
出
金
、
交
付
金

と
も
に
額
は
国
保
連
が
決
定
し
、
各
年
度
一
二
期
に
分
け

て
拠
出
（
拠
出
金
の
納
入
）
と
交
付
が
行
わ
れ
ま
す
。
た

だ
し
、
高
額
医
療
費
共
同
事
業
に
あ
る
よ
う
な
国
や
都
道

府
県
の
財
源
負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
。
拠
出
金
の
額
は
、
北

海
道
も
含
め
、
多
く
の
都
道
府
県
で
、
被
保
険
者
数
割
と

医
療
費
実
績
割
、
す
な
わ
ち
、
各
市
町
村
の
被
保
険
者
数

と
医
療
費
（
三
カ
年
）
に
基
づ
い
て
算
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
拠
出
金
の
額
の
算
定
方
法
は
国
が
弾
力
化
を

図
っ
て
お
り
、
実
際
に
い
く
つ
か
の
府
県
で
は
す
で
に
、

対
象
医
療
費
を
独
自
に
引
き
下
げ
、
拠
出
金
額
の
算
定
に

所
得
割
を
導
入
す
る
と
こ
ろ
も
出
て
き
て
い
ま
す
（
図
表

８
）。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
見
直
し
を
行
っ
た
府
県
に
お

い
て
、
市
町
村
の
中
に
は
拠
出
金
額
が
大
幅
に
増
加
し
た

ケ
ー
ス
も
み
ら
れ
、
そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
都
道
府
県
調

整
交
付
金
に
よ
る
激
変
緩
和
措
置
が
と
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

重
要
な
こ
と
は
、
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
は
、
高

額
医
療
費
共
同
事
業
と
異
な
っ
て
国
や
都
道
府
県
か
ら
の

負
担
金
が
な
く
、
あ
く
ま
で
市
町
村
間
で
の
財
政
調
整
の

仕
組
み
に
な
る
た
め
、
拠
出
金
が
交
付
金
を
上
回
る
市
町

村
が
多
数
出
て
く
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
具
体
的
に
保
険

財
政
共
同
安
定
化
事
業
交
付
金
と
拠
出
金
の
関
係
に
つ
い

て
、
北
海
道
の
状
況
を
、
高
額
医
療
費
共
同
事
業
と
同
様

〈図表８〉　保険財政共同安定化事業の見直しの状況（2013年7月31日現在）

対象医療費 拠出割合 実施時期 県調整交付金による対応 見直し規定

埼玉県 10万円超に引下げ

実績割　　　40％

被保険者割　30％

所得割　　　30％

24年度 拠出超過の負担軽減措置として補填

静岡県 10万円超に引下げ 変更なし 25年度
拠出超過の状況を勘案して、県調整交付金を交

付し、激変緩和を図る

三重県

20万円超に引下げ

（25年度から）

2万円超に引下げ

(26年度から)

実績割　　　25％

被保険者割　50％

所得割　　　25％

24年度 激変緩和策として、適切な支援措置を導入

滋賀県 20万円超に引下げ

実績割　　　50％

被保険者割　30％

所得割　　　20％

23年度 激変緩和策として必要な対応

奈良県 20万円超に引下げ
実績割　　　40％

被保険者割　60％
24年度

現行条件で拠出超過保険者のうち、事業拡充で

拠出負担増となる保険者に補填

数年の期間における事業拡充の影

響を評価し、見直しを行う

佐賀県 20万円超に引下げ

実績割　　　50％

被保険者割　25％

所得割　　　25％

23年度 拠出額超過分が一定以上の市町に対して支援

青森県 変更なし

実績割　　　40％

被保険者割　55％

所得割　　　 5％

23年度
拠出超過額が一定率以上にならないよう交付金

で調整

対象医療費の拡大と実績割の減少

の方向で見直しを検討

福井県 変更なし

実績割　　　45％

被保険者割　45％

所得割　　　10％

24年度 拠出超過保険者に対して負担軽減措置

京都府 変更なし

実績割　　　40％

被保険者割　40％

所得割　　　20％

23年度

府調整交付金と新たな無利子貸付金制度により、

24年度までの激変緩和措置

24年度：拠出増加額の１/２無利子貸付

対象医療費の引き下げ、所得割の

増加の方向で引き続き検討

大阪府 変更なし

実績割　　　25％

被保険者割　50％

所得割　　　25％

23年度 府調整交付金を活用して激変緩和措置 必要に応じて見直し

〔出所〕図表１に同じ。
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に
、『
北
海
道
国
民
健
康
保
険
広
域
化
等
支
援
方
針
（
第
２

期
）』
掲
載
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
み
て
い
く
こ
と
に
し
ま

す
。

　

図
表
９
は
、
北
海
道
に
お
け
る
二
〇
一
一
年
度
の
保
険

財
政
共
同
安
定
化
事
業
交
付
金
と
拠
出
金
の
関
係
を
示
し

た
も
の
で
す
。
拠
出
金
と
交
付
金
は
同
額
の
六
二
五
億
円

で
し
た
。
こ
の
う
ち
、
都
市
部
が
ほ
ぼ
四
分
の
三
を
占
め

て
い
ま
す
。
北
海
道
全
体
で
は
、
拠
出
金

が
交
付
金
を
上
回
っ
て
い
る
保
険
者
（
拠

出
超
過
保
険
者
）
が
一
〇
二
、
そ
の
反
対

に
交
付
金
が
拠
出
金
を
上
回
っ
て
い
る
保

険
者
は
五
五
で
し
た
。
都
市
部
で
は
交
付

金
が
拠
出
金
を
上
回
る
保
険
者
が
一
七
あ

り
、
総
額
は
一
八
億
円
に
上
り
ま
す
。
都

市
部
以
外
で
は
、
拠
出
金
が
交
付
金
を
上

回
る
保
険
者
が
八
五
保
険
者
、
そ
の
反
対

に
交
付
金
が
拠
出
金
を
上
回
る
保
険
者
は

三
八
保
険
者
と
な
っ
て
い
ま
す
。
拠
出
金

が
交
付
金
を
上
回
る
八
五
保
険
者
の
中
に

は
、
拠
出
金
が
国
保
財
政
を
圧
迫
す
る
要

因
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
保
険
者
も
散
見

さ
れ
ま
す
。

　

⑶　

保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
に
お

　
　

け
る
対
象
医
療
費
拡
大
の
も
た
ら
す

　
　

影
響
と
財
源
問
題

　

図
表
10
に
よ
り
、
市
町
村
国
保
に
お
け

る
一
件
当
た
り
医
療
費
階
層
別
の
医
療
費

総
額
を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。
二
〇
〇
九
年

度
の
市
町
村
国
保
の
医
療
費
総
額
は
九
兆
七
七
〇
〇
億
円

で
し
た
。
こ
の
う
ち
、
高
額
医
療
費
共
同
事
業
と
保
険
財

政
共
同
安
定
化
事
業
の
対
象
と
な
る
レ
セ
プ
ト
一
件
あ
た

り
が
三
〇
万
円
以
上
の
医
療
費
階
層
の
医
療
費
総
額
は

三
兆
八
九
〇
〇
億
円
と
な
っ
て
い
て
、
全
体
の
約
四
割
を

占
め
て
い
ま
し
た
。

　

す
で
に
述
べ
ま
し
た
よ
う
に
、
二
〇
一
五
年
四
月
一
日

か
ら
は
、
保
険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
は
三
〇
万
円
未
満

の
医
療
費
も
含
め
た
全
医
療
費
が
対
象
と
な
り
ま
す
。
図

表
10
か
ら
、
レ
セ
プ
ト
一
件
あ
た
り
が
三
〇
万
円
未
満
の

医
療
費
階
層
の
医
療
費
総
額
は
五
兆
八
八
〇
〇
億
円
に

上
っ
て
い
る
こ
と
が
把
握
で
き
ま
す
。
特
に
、
一
〇
万
円

未
満
の
レ
セ
プ
ト
一
件
当
た
り
の
医
療
費
階
層
の
医
療
費

総
額
は
五
兆
一
四
〇
〇
億
円
と
な
っ
て
い
て
、
医
療
費
総

額
の
五
二
・
七
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
保

険
財
政
共
同
安
定
化
事
業
が
拡
大
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
影

響
は
、
非
常
に
大
き
な
も
の
が
あ
り
ま
す
。
二
〇
一
五
年

四
月
一
日
か
ら
共
同
事
業
に
約
六
億
円
近
い
医
療
費
の
金

額
が
新
た
に
加
わ
る
こ
と
に
な
る
の
で
、
拠
出
金
だ
け
で

ま
か
な
う
こ
と
に
限
界
が
あ
る
こ
と
は
自
明
で
す
。
新
た

な
公
費
に
よ
る
財
源
措
置
が
求
め
ら
れ
て
い
る
と
い
え
ま

〈図表10〉　市町村国保における１件当たり医療費
　　　　　　階層別の医療費総額

3兆8,900億円(39.8％)30万円以上
3兆8,900億円

39.8％
（30万円以上）

9兆7,700億円(100.0％)レセプト１件当たり
医療費階層

（入院は食事等を含む）

3,200億円(3.2％)20～30万円
4,200億円(4.3％)10～20万円

5兆1,400億円(52.7％)～10万円

5兆8,800億円
60.2％

（30万円未満）

出所：「2009年度 医療給付実態調査」（厚生労働省）
※市町村国保(退職を除く）における、入院、食事・生活療養、入院
外、歯科、調剤に係る医療費の総額（2009年度実績ベース）。

〈図表９〉  北海道における保険財政共同安定化事業交付金･拠出金実績（2011年度）

（注）１．北海道国民健康保険団体連合会資料による

２．同連合会の都市支部は市のみで構成され、地方支部(14支部)は各(総合)振興局管内の町村及び広

域連合のみで構成されているため、上記の表は各(総合)振興局別の合計を表すものではない。

〔出所〕　図表７に同じ。

支　部 確定拠出金 交付金
保険者確定拠出金との比較

拠出金＞交付金 保険
者数 拠出金

＞

交付金 保険
者数

都　市 47,475,167 48,248,518 1,002,955 17 1,776,306 17

空　知 1,252,586 1,230,757 101,113 5 79,284 5

石　狩 279,431 299,468 10,549 1 30,585 1

後　志 1,428,302 1,474,052 0 0 45,750 4

胆　振 897,077 841,752 62,790 5 7,465 2

日　高 1,057,257 974,731 100,772 5 18,246 2

渡　島 1,522,931 1,537,610 70,732 6 85,412 3

檜　山 636,396 631,171 45,034 5 39,808 2

上　川 1,312,712 1,180,147 161,554 14 28,989 3

留　萌 420,791 444,014 24,973 3 48,197 4

宗　谷 499,597 474,777 31,629 7 6,809 2

オホーツク 1,734,189 1,616,256 168,042 10 50,109 5

十　勝 2,346,389 2,027,220 321,857 17 2,687 1

釧　路 928,093 869,106 78,001 5 19,015 2

根　室 775,540 716,879 62,945 2 4,284 2

計 62,566,458 62,566,458 2,242,946 102 2,242,946 55

( 単位：千円 )
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す
。

５
．
道
内
市
町
村
ア
ン
ケ
ー
ト
に
み
る
国
保
改
革
の

　

課
題

　

国
保
基
盤
強
化
協
議
会
（
国
民
健
康
保
険
制
度
の
基
盤

強
化
に
関
す
る
国
と
地
方
の
協
議
）
は
、
二
〇
一
五
年
二

月
に
都
道
府
県
移
管
を
は
じ
め
と
す
る
国
保
制
度
改
革
に

関
す
る
中
間
整
理
案
を
ま
と
め
ま
し
た
。
こ
れ
に
つ
い
て

道
庁
は
道
内
の
市
町
村
に
対
し
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し

ま
し
た
。そ
こ
で
、道
内
の
市
町
村
が
中
間
整
理
案
に
対
し
、

ど
の
よ
う
な
考
え
を
も
っ
て
い
る
の
か
を
把
握
す
る
た
め

に
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に
つ
い
て
検
討
し
て
み
る
こ
と
に

し
ま
す
。
な
お
、
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
質
問
に
対
し
、
市

町
村
が
「
評
価
す
る
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
す
る
」

「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
し
な
い
」「
評
価
し
な
い
」
の

四
つ
の
選
択
肢
か
ら
回
答
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
回
答
に
お
い
て
特
段
の
理
由
が
あ
る
場
合
は
、
市

町
村
が
自
由
に
記
述
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て

い
ま
す
。

　

ま
ず
、「
都
道
府
県
は
保
険
料
収
納
必
要
額
を
算
出
し
、

都
道
府
県
内
の
市
町
村
ご
と
に
都
道
府
県
に
収
め
る
額

（
分
賦
金
）
を
定
め
、
市
町
村
は
分
賦
金
を
賄
う
た
め
に

必
要
と
考
え
る
保
険
料
（
税
）
算
定
方
式
、保
険
料
（
税
）

率
等
を
定
め
、
保
険
料
（
税
）
を
賦
課
、
徴
収
す
る
」
と

い
う
分
賦
金
方
式
に
関
す
る
質
問
に
対
し
て
は
、「
評
価

す
る
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
す
る
」
が
一
〇
五
保

険
者
、「
評
価
し
な
い
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
し
な

い
」
が
五
二
保
険
者
で
し
た
。
評
価
し
な
い
が
三
分
の
一

を
占
め
ま
し
た
。
自
由
記
述
で
は
「
保
険
料
（
税
）
率
の

最
終
決
定
が
市
町
村
と
な
れ
ば
、
今
と
な
ん
ら
変
わ
ら
な

い
」「
一
定
期
間
の
分
賦
金
方
式
は
当
面
や
む
を
得
な
い

が
、将
来
的
に
統
一
保
険
料
（
税
）
率
を
目
指
す
べ
き
」「
直

接
賦
課
方
式
と
し
た
仕
組
み
を
検
討
・
実
施
す
べ
き
」「
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
を
参
考
と
し
た
仕
組
み
づ
く
り

を
望
む
」
と
い
っ
た
意
見
が
み
ら
れ
ま
し
た
。
都
道
府
県

移
管
を
す
る
の
な
ら
ば
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
よ
う

な
都
道
府
県
に
お
け
る
統
一
保
険
料
率
や
、
都
道
府
県
に

よ
る
直
接
賦
課
方
式
を
望
む
意
見
が
少
な
く
な
か
っ
た
の

で
す
。

　
「
都
道
府
県
が
分
賦
金
を
定
め
る
場
合
、
都
道
府
県
内
の

市
町
村
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
保
険
料
（
税
）
負
担
が

均
一
と
な
る
よ
う
に
保
険
料
（
税
）
を
設
定
す
る
」
こ
と

に
関
す
る
質
問
に
は
、「
評
価
す
る
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う

と
評
価
す
る
」
が
一
〇
二
保
険
者
、「
評
価
し
な
い
」「
ど

ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
し
な
い
」
が
五
一
保
険
者
あ
り
ま

し
た
。「
評
価
し
な
い
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
し
な

い
」
が
三
分
の
一
を
占
め
る
結
果
と
な
っ
て
い
ま
す
。
自

由
記
述
で
は「
所
得
水
準
の
格
差
に
対
す
る
配
慮
が
必
要
」

「
保
険
者
間
の
格
差
解
消
が
課
題
」「
医
療
費
水
準
や
所
得

水
準
等
が
異
な
る
た
め
、
被
保
険
者
の
理
解
が
得
ら
れ
な

い
」
等
、
市
町
村
間
の
所
得
水
準
や
医
療
費
水
準
の
相
異

に
着
目
し
た
意
見
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
「
都
道
府
県
が
分
賦
金
を
定
め
る
場
合
、
市
町
村
ご
と
の

医
療
費
水
準
を
考
慮
し
、
医
療
費
適
正
化
の
効
果
を
保
険

料
（
税
）
水
準
に
反
映
さ
せ
、
医
療
費
適
正
化
へ
の
イ
ン

セ
ン
テ
ィ
ブ
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
分
権
的
な
仕
組
み
と

す
る
」
こ
と
に
関
す
る
質
問
に
は
、「
評
価
す
る
」「
ど
ち

ら
か
と
い
う
と
評
価
す
る
」
が
一
一
二
保
険
者
、「
評
価

し
な
い
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
し
な
い
」
が
四
四

保
険
者
と
っ
て
い
て
、
前
の
二
つ
の
質
問
よ
り
も
肯
定
的

な
評
価
が
高
か
っ
た
で
す
。
た
だ
し
、自
由
記
述
で
は「
医

療
費
適
正
化
だ
け
で
は
予
防
で
き
な
い
疾
病
が
あ
る
」「
一

人
当
た
り
の
医
療
費
な
ど
高
額
と
判
定
さ
れ
る
原
因
は
、

必
ず
し
も
市
町
村
の
責
務
で
は
な
い
」「
高
齢
化
率
が
高

い
市
町
村
に
負
担
感
が
強
ま
る
の
で
は
な
い
か
」「
医
療

費
水
準
の
反
映
は
相
互
扶
助
の
観
点
か
ら
適
当
で
は
な

い
」
な
ど
の
意
見
が
出
さ
れ
、
市
町
村
ご
と
の
医
療
費
水

準
を
考
慮
し
て
医
療
費
適
正
化
を
迫
る
こ
と
に
疑
義
を
呈

す
る
市
町
村
も
あ
り
ま
し
た
。

  

「
都
道
府
県
内
の
市
町
村
間
の
所
得
水
準
の
差
異
に
つ
い

て
、
負
担
能
力
に
応
じ
、
各
市
町
村
の
分
賦
金
は
市
町
村

ご
と
の
所
得
水
準
を
考
慮
し
た
も
の
と
す
る
」
こ
と
に
関

す
る
質
問
に
は
、「
評
価
す
る
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評

価
す
る
」
が
一
一
六
保
険
者
、「
評
価
し
な
い
」「
ど
ち
ら

か
と
い
う
と
評
価
し
な
い
」
が
三
九
保
険
者
と
な
っ
て
い

て
、財
政
調
整
に
肯
定
的
な
意
見
が
多
く
み
ら
れ
ま
し
た
。

た
だ
し
、
自
由
記
述
で
は
、
財
政
調
整
に
用
い
ら
れ
て
い

る
普
通
調
整
交
付
金
の
よ
う
な
画
一
的
な
算
定
方
式
を
批

判
す
る
意
見
や
、「
所
得
水
準
は
同
一
で
あ
っ
て
も
、
偏

在
度
合
い
は
異
な
る
と
考
え
ら
れ
、
ど
の
程
度
の
違
い
が

出
る
か
不
明
で
あ
り
判
断
で
き
な
い
」
と
い
う
意
見
も
あ

り
ま
し
た
。

　
「
都
道
府
県
が
分
賦
金
を
定
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
モ
ラ

ル
ハ
ザ
ー
ド
を
防
ぐ
た
め
の
一
定
の
ル
ー
ル
を
設
け
た
う

え
で
、
市
町
村
に
よ
る
自
助
努
力
だ
け
で
対
応
す
る
こ
と

が
難
し
い
収
納
率
の
低
さ
に
配
慮
す
る
」
こ
と
に
関
す
る

質
問
に
は
、「
評
価
す
る
」「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
評
価
す

る
」
が
一
一
七
保
険
者
、「
評
価
し
な
い
」「
ど
ち
ら
か
と

い
う
と
評
価
し
な
い
」
が
三
九
保
険
者
あ
り
ま
し
た
。
自
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由
記
述
で
は
「
収
納
率
の
低
さ
は
若
年
層
が
多
い
、
低
所

得
者
が
多
い
な
ど
と
い
っ
た
構
造
的
な
要
因
に
よ
る
と
こ

ろ
が
大
き
く
、
不
可
避
的
な
収
納
率
の
低
さ
に
配
慮
す
る

こ
と
は
必
要
で
あ
る
」
と
評
価
す
る
意
見
が
あ
る
一
方
、

「
徴
収
努
力
し
な
い
市
町
村
が
得
を
す
る
よ
う
な
制
度
は
不

公
平
」
で
あ
る
と
し
、
収
納
率
の
低
さ
に
配
慮
す
る
こ
と

に
必
ず
し
も
肯
定
的
で
な
い
意
見
が
み
ら
れ
ま
し
た
。

６
．
む
す
び
に
か
え
て

　

国
は
こ
の
十
数
年
間
、
共
同
事
業
の
拡
大
や
都
道
府
県
の

役
割
強
化
と
い
う
手
段
を
も
っ
て
市
町
村
国
保
の
問
題
に
対

応
し
、
医
療
費
負
担
の
多
い
市
町
村
の
負
担
軽
減
や
小
規
模

市
町
村
の
リ
ス
ク
回
避
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。
二
〇
一
五
年

度
か
ら
は
保
険
財
政
安
定
化
共
同
事
業
の
拡
大
が
行
わ
れ
、

三
〇
万
円
以
下
の
医
療
費
も
そ
の
対
象
に
な
り
ま
し
た
。

　

保
険
財
政
安
定
化
事
業
に
よ
る
拠
出
金
の
負
担
割
合
は
、

医
療
費
実
績
割
対
被
保
険
者
数
割
が
一
対
一
を
原
則
と
し

て
い
ま
す
。
医
療
費
実
績
割
は
毎
年
の
医
療
費
の
変
動
に

よ
る
財
政
へ
の
影
響
緩
和
や
小
規
模
保
険
者
へ
の
配
慮
、

被
保
険
者
数
割
は
医
療
費
の
市
町
村
間
の
差
に
よ
る
保
険

料(

税)

の
相
異
の
緩
和
や
市
町
村
間
の
一
人
当
た
り
保

険
料
の
平
準
化
に
寄
与
し
ま
す
。
し
か
し
、
拠
出
金
に
お

け
る
医
療
費
実
績
割
や
被
保
険
者
数
割
で
は
、
都
道
府
県

内
の
市
町
村
の
所
得
格
差
が
反
映
さ
れ
な
い
し
、
所
得
調

整
が
で
き
ま
せ
ん
。
保
険
料
（
税
）
は
市
町
村
ご
と
に
賦

課
・
徴
収
方
法
が
そ
も
そ
も
異
な
る
た
め
、
各
市
町
村
に

と
っ
て
不
公
平
感
は
解
消
さ
れ
ま
せ
ん
。
ま
た
、
都
道
府

県
内
の
市
町
村
の
所
得
格
差
が
反
映
さ
れ
な
い
た
め
、
所

得
が
低
く
医
療
給
付
費
の
少
な
い
市
町
村
に
は
重
い
負
担

が
か
か
り
ま
す
。
こ
の
問
題
を
踏
ま
え
、
拠
出
金
の
負
担

割
合
の
算
定
方
法
に
所
得
割
を
加
え
る
こ
と
は
、
一
つ
の

方
策
と
し
て
検
討
に
値
し
ま
す
。拠
出
金
の
算
定
方
法
は
、

都
道
府
県
の
判
断
で
変
更
が
可
能
で
あ
り
、
す
で
に
み
て

き
た
よ
う
に
、
実
際
所
得
割
を
導
入
し
て
い
る
都
道
府
県

も
あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
都
道
府
県
調
整
交
付
金
に
よ
る

所
得
調
整
も
あ
り
得
ま
す
。

　

国
保
の
都
道
府
県
移
管
で
は
、
一
定
期
間
は
分
賦
金
方

式
も
や
む
を
得
ま
せ
ん
が
、
将
来
的
に
は
都
道
府
県
内
で

統
一
し
た
保
険
料
（
税
）
率
が
実
現
さ
れ
る
方
向
で
の
検

討
が
必
要
で
す
。
そ
の
際
、
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保

険
料
の
仕
組
み
（
均
等
割
と
所
得
割
）
は
、
課
題
も
あ
り

ま
す
が
、
検
討
上
の
参
考
に
な
る
と
考
え
ま
す
。

　

統
一
し
た
保
険
料
（
税
）
が
実
施
さ
れ
る
場
合
、
市
町

村
の
医
療
費
水
準
や
保
険
料
（
税
）
収
納
率
に
対
す
る
一

定
の
配
慮
が
必
要
に
な
る
と
思
い
ま
す
。
医
療
費
水
準
で

は
年
齢
構
成
へ
の
配
慮
（
特
に
高
齢
者
の
多
い
市
町
村
へ

の
配
慮
）
が
、
保
険
料
（
税
）
収
納
率
で
は
地
域
実
情
へ

の
配
慮
（
若
年
層
が
多
く
、
収
納
率
が
低
く
な
る
都
市
部

な
ど
へ
の
配
慮
）
が
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。
た
だ
、
そ
の

際
、
ど
の
よ
う
に
配
慮
し
て
い
く
か
は
今
後
の
検
討
課
題

と
し
て
残
っ
て
い
ま
す
。

　

都
道
府
県
移
管
に
あ
た
っ
て
は
、
当
面
、
全
面
総
報
酬

割
の
導
入
に
よ
っ
て
生
ず
る
財
源
が
活
用
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
が
、
私
と
し
て
は
恒
久
的
な
財
源
が
必
要

だ
と
考
え
て
い
ま
す
。
と
い
う
の
も
、
現
役
世
代
の
負
担

を
増
や
す
こ
と
で
対
応
す
る
方
法
を
続
け
て
い
て
は
、
い

ず
れ
ま
た
同
様
の
問
題
が
生
じ
て
く
る
か
ら
で
す
。
や
は

り
税
を
き
ち
ん
と
財
源
と
し
て
入
れ
て
い
く
べ
き
で
す

し
、
そ
の
意
味
で
消
費
税
の
増
税
に
関
す
る
議
論
も
し
て

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
思
い
ま
す
。

　

市
町
村
国
保
の
構
造
問
題
を
是
正
す
る
と
い
う
こ
と
は

必
要
で
す
し
、
政
府
は
こ
れ
ま
で
も
い
ろ
い
ろ
な
手
段
を

用
い
て
部
分
的
に
対
応
し
て
き
て
お
り
、
そ
の
点
は
一
定

の
評
価
を
す
る
と
こ
ろ
で
す
。
し
か
し
、
最
も
重
要
な
こ

と
は
、
国
民
皆
保
険
制
度
を
維
持
し
て
い
く
こ
と
、
高
齢

化
に
伴
う
地
域
医
療
の
充
実
化
を
図
る
こ
と
で
あ
り
、
こ

れ
ら
の
こ
と
と
国
保
の
構
造
問
題
是
正
と
い
う
問
題
は
密

接
不
可
分
に
関
連
し
て
い
ま
す
。
生
活
者
の
視
点
に
立
っ

た
対
応
が
必
要
で
す
。
も
ち
ろ
ん
医
療
費
効
率
化
の
た
め

の
努
力
を
継
続
し
て
い
く
こ
と
は
必
要
で
す
が
、
国
保
の

都
道
府
県
移
管
と
と
も
に
、
医
師
不
足
の
解
消
、
医
師
・

看
護
師
の
地
域
的
偏
在
の
是
正
、
医
師
・
看
護
師
の
確
保

策
の
充
実
、
地
域
包
括
ケ
ア
の
い
っ
そ
う
の
推
進
、
厳
し

い
財
政
状
況
に
あ
る
自
治
体
立
病
院
や
国
保
直
営
診
療
所

へ
の
財
政
支
援
の
い
っ
そ
う
の
強
化
と
い
っ
た
こ
と
が
並

行
し
て
進
め
ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
思
い
ま
す
。

＜

よ
こ
や
ま　

じ
ゅ
ん
い
ち
・
北
海
学
園
大
学
法
学
部
教
授＞

　

本
稿
は
、二
〇
一
五
年
六
月
一
七
日
に
開
催
し
た
、

公
益
社
団
法
人
北
海
道
地
方
自
治
研
究
所
第
五
一
回

定
期
総
会
記
念
講
演
会
の
内
容
を
ま
と
め
た
も
の
で

す
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

文
責
・
編
集
部


